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(百万円未満切捨て)
１．平成28年３月期の連結業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期 24,624 △9.6 49 △68.8 68 △50.8 10 △99.1

27年３月期 27,251 △7.0 159 △28.1 139 △21.2 1,286 270.8
(注) 包括利益 28年３月期 △1,022百万円( ―％) 27年３月期 2,335百万円( 657.1％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年３月期 0.28 ― 0.1 0.2 0.2

27年３月期 32.26 ― 12.5 0.5 0.6
　　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年３月期 28,380 10,292 36.3 258.25

27年３月期 31,440 11,435 36.4 286.90
(参考) 自己資本 28年３月期 10,292百万円 27年３月期 11,435百万円
　　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

28年３月期 150 △52 △1,028 1,696

27年３月期 1,162 △5,119 △440 2,626
　　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年３月期 ― ― ― 3.00 3.00 120 9.3 1.2

28年３月期 ― ― ― 3.00 3.00 120 1,087.0 1.1

29年３月期(予想) ― ― ― 3.00 3.00 59.8
　

３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 11,000 △4.0 △150 ― △100 ― △70 ― △1.76

通 期 24,000 △2.5 400 707.2 300 337.7 200 ― 5.02
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年３月期 40,697,476株 27年３月期 40,697,476株

② 期末自己株式数 28年３月期 844,398株 27年３月期 838,991株

③ 期中平均株式数 28年３月期 39,855,071株 27年３月期 39,862,695株
　

　

(参考) 個別業績の概要
平成28年３月期の個別業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期 2,272 △0.8 597 7.7 537 60.1 443 △65.9

27年３月期 2,290 22.3 554 116.7 335 35.6 1,300 △71.2
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

28年３月期 11.08 ―

27年３月期 32.46 ―
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年３月期 26,547 10,465 39.4 261.33

27年３月期 27,673 10,742 38.8 268.22

(参考) 自己資本 28年３月期 10,465百万円 27年３月期 10,742百万円
　

　　

※ 監査手続の実施状況に関する表示
　この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査の手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点に
おいて、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に
関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の追加金融政策が実施されましたが、年

初来の市場の不安定な動きに加え、海外経済の減速や原油安等もあり、先行き不透明な状況が続いており

ます。 

このような環境下にあって当社グループは、現行の中期経営計画期間の２年目に当たり、既存事業部門

の安定化を図りつつ、新規事業の開発に積極的にチャレンジし、経営基盤再構築の基礎の年と位置づけて、

今年度をスタートしました。 

以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高は２４６億２千４百万円（前期比９．６％減）、

経常利益は６千８百万円（前期比５０．８％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は１千万円（前期は

親会社株主に帰属する当期純利益１２億８千６百万円）となりました。 

セグメントの状況は以下のとおりです。

〔和装事業〕 

ツカモト株式会社及び市田株式会社における和装事業につきましては、営業管理体制・組織運営の合

理化に伴う経費節減、不採算催事からの撤退、催事以外での売上拡大策の実施等に取り組み、大幅な減

収となりましたが損益は改善いたしました。 

以上の結果、売上高は６１億１千４百万円（前期比２１．８％減）、セグメント損失（営業損失）は１

億８千５百万円（前期はセグメント損失２億７千万円）となりました。

〔洋装事業〕 

ツカモトアパレル株式会社におけるメンズ事業及びレディスＯＥＭ事業につきましては、売上高はほ

ぼ前年並みに推移し若干の減収となりましたが、海外仕入コストの増加や販売単価の下落の影響により

大幅な減益となりました。 

ツカモトユーエス株式会社におけるユニフォーム事業につきましては、新規受注物件の獲得が進み増

収増益となりました。 

以上の結果、当事業分野の売上高は、９０億９千万円（前期比４．２％増)、セグメント損失（営業損

失）は２千１百万円（前期はセグメント利益２千３百万円）となりました。 

〔ホームファニシング事業〕 

市田株式会社におけるホームファニシング事業につきましては、採算性の良い店舗への絞込み等をお

こない効率のよい事業運営に努め、黒字基調は維持しておりますが、減収減益となりました。 

以上の結果、売上高は５３億７千９百万円（前期比１．０％減)、セグメント利益（営業利益）は１億

１千８百万円（前期はセグメント利益１億５千２百万円)となりました。 

〔健康・生活事業〕 

ツカモトエイム株式会社における健康・生活事業につきましては、主力商品の販売が減少し、新規商

品の開発が遅れたことが影響し、売上高は前年を大きく下回り、減収減益となりました。 

以上の結果、売上高は２９億５千３百万円（前期比３０．４％減）、セグメント損失（営業損失）は１

億９千万円（前期はセグメント損失５千４百万円）となりました。
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〔建物の賃貸業〕 

株式会社ツカモトコーポレーションにおける建物の賃貸業につきましては、前期に取得した目黒東山

スクエアビルの賃貸収入が寄与し、増収増益となりました。

以上の結果、売上高は１２億４千３百万円（前期比４．３％増）、セグメント利益（営業利益）は５億

２千４百万円（前期はセグメント利益４億６千２百万円）となりました。 

〔その他事業〕 

倉庫業につきましては、既存物流事業からの撤退を決定していることから、売上高は前年を大きく下

回り減収となり、損失の計上となりました。 

以上の結果、当事業分野の売上高は１億８千５百万円（前期比４６．３％減）、セグメント損失（営業

損失）は６千５百万円（前期はセグメント損失９千５百万円）となりました。 

（次期の見通し） 

次期の見通しにつきましては、和装事業は催事運営体制の再構築とＯＥＭ事業の推進を図り、黒字化に

向けた事業体制の確立に取り組みます。洋装事業はツカモトアパレル株式会社におけるメンズ事業及びレ

ディスＯＥＭ事業では既存販路に加え、新規販路の開拓とそれに向けた新たな商品の開発を積極的に行い、

事業構成の再構築に取り組みます。また、ツカモトユーエス株式会社におけるユニフォーム事業では既存

のユニフォームの製造・販売に加え、その管理・運用に向けた新たなサービスの提案に取り組んで高収益

体制の確立を図ります。健康・生活事業は市場のニーズに合った新規商品の開発を急ぎ、安定的な黒字事

業の体制確立に取り組みます。ホームファニシング事業は採算の良い店舗への絞込みや仕入コスト・物流

コストの圧縮を図り高収益体制の確立に取り組んでまいります。これら既存事業部門の安定化を図りつつ、

新規事業の開発に積極的にチャレンジし、経営基盤の基礎固めに取り組んでまいりますが、事業環境は決

して楽観を許さない状況が続くものと認識しております。 

このような状況下にあって当社グループは、既存事業部門においてコア事業の確立と不採算事業の再建

に取り組み安定化を図りつつ、新事業領域の確立に積極的にチャレンジして、事業価値の進化と向上を目

指した「ツカモトクオリティの追求」を基本方針とする中期経営計画を新たに策定いたしました。この中

期経営計画ではグループ経営力の向上、職場風土の改革、財務戦略の強化を全社共通課題として経営基盤

の更なる強化を目指してまいります。 

このような状況を踏まえ、平成２９年３月期の連結業績予想につきましては以下のとおりであります。 

（連結業績予想） 

売 上 高 24,000 百万円 （ 前期 24,624 百万円 ）

営 業 利 益 400 百万円 （ 前期 49 百万円 ）

経 常 利 益 300 百万円 （ 前期 68 百万円 ）

親会社株主に帰属
する当期純利益

200 百万円 （ 前期 10 百万円 ）
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債、純資産の状況

当連結会計年度末における資産合計は、２８３億８千万円となり、前連結会計年度末より３０億５千

９百万円減少しております。これは流動資産における現金及び預金、受取手形及び売掛金が２３億１千

４百万円減少したことと、固定資産において投資有価証券、退職給付に係る資産が１１億２千万円減少

したことが主な要因であります。

負債合計は、１８０億８千８百万円となり、前連結会計年度末より１９億１千６百万円減少しており

ます。これは流動負債における支払手形及び買掛金、未払法人税等の減少が、短期借入金等の増加を上

回り、流動負債合計が５億８千１百万円減少し、また固定負債における長期借入金、繰延税金負債の減

少等により、固定負債合計が１３億３千４百万円減少したことによるものであります。 

また純資産につきましては１０２億９千２百万円となり、前連結会計年度末より１１億４千３百万円

の減少となりました。これは主に利益剰余金が減少したこと等により株主資本が１億９百万円減少し、

その他有価証券評価差額金、退職給付に係る調整累計額が大きく減少したこと等によりその他の包括利

益累計額が１０億３千３百万円減少したこと等によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１６億９千６

百万円で前連結会計年度と比べ９億２千９百万円の減少（前連結会計年度は４３億９千６百万円の減少）

となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度末における営業活動による資金の増加は、１億５千万円（前連結会計年度は１１億

６千２百万円の増加）となり、これは主に売上債権の減少による資金の増加額が仕入債務の減少とた

な卸資産の増加による資金の減少額を上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度末における投資活動による資金の減少は、５千２百万円（前連結会計年度は５１億

１千９百万円の減少）となり、これは主に有形及び無形固定資産の取得による支出が投資有価証券の

売却による収入を上回ったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度末における財務活動による資金の減少は、１０億２千８百万円（前連結会計年度は

４億４千万円の減少）となり、これは主に長短借入金の返済による支出が、短期借入れによる収入を

上回ったことによるものと配当金支払額の発生等によるものであります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、企業体質の強化と事業展開に向けた将来への備えとしての内部留保に努めるとと

もに、株主への適切な利益還元を経営の重要課題と位置付けております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は株主
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総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、当社の財務内容や経営環境を総合的に勘案した結果、 

１株当たり３円とさせていただきます。 

次期の配当につきましては、今後の業績見込みや財務基盤・内部留保等も総合的に勘案した結果、

今期と同様の１株当たり３円の期末配当を予定しております。 

（４）事業等のリスク

当社グループにおける事業等のリスクのうち、当期末現在において主要なものは以下のとおりであ

り、これらのリスク発生の可能性を認識し、その発生の回避を図るとともに、発生した場合の影響の

最小化に取り組んでまいります。

・国内経済状況の変動による個人消費動向の影響

・当社グループの有利子負債の額と金利変動による金利負担の増加

・季節要因に販売状況が左右される商品の取扱いが多く、売行き不振、季節の経過による商品価値の

下落が発生する可能性の存在

・当社グループの有価証券の保有に関して、市況の悪化や投資先の業績不安による評価損計上の可能

性及び株価変動による資金調達額に制約が出る可能性の存在

・当社グループの保有資産に関して、実質的価値の低下等による減損処理が必要となった場合の当社

グループの業績に影響を与える可能性の存在

・海外生産及び海外調達活動において、為替レートの変動や、現地通貨価値の変動など経済状況の変

化による生産、調達のコストアップ及び生産管理上のトラブルによる製品事故等の予期せぬ事象の

発生

・不動産賃貸における競争激化のため賃貸条件の悪化により影響を受ける可能性の存在

・従業員の年齢構成のバランスの悪さからくる後継者の養成に制約が出る可能性の存在

・和装事業、洋装事業は成熟産業に属しており、成長産業への進出、シフトの遅れから来る当社グル

ープの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性の存在
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２．企業集団の状況 

 

 

 

 

 

（注） ツカモト㈱、ツカモトアパレル㈱、ツカモトユーエス㈱、 

冢本貿易（上海）有限公司、ツカモトエイム㈱、市田㈱ 

塚本倉庫㈱、㈱しるくらんど 

は連結子会社であります。 

商品の保管、販売 

縫製及び加工の委託 

㈱ツカモトコーポレーション（持株会社）  

和装事業 ツカモト㈱ 

健康・生活事業 ツカモトエイム㈱ 

洋装事業 ツカモトアパレル㈱ 

和装・ﾎｰﾑﾌｧﾆｼﾝｸﾞ事業 市田㈱

冢本貿易（上海）有限公司 

縫製及び加工の委託 

洋装事業 ツカモトユーエス㈱ 

販売 

得 意 先 又 は 消 費 者  

㈱しるくらんど 

塚本倉庫㈱

販 

売 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、経営姿勢を明確にするため、“社訓”及び“私たちの信条（Credo）”で構成される経

営理念を定めております。 

《社訓》 

・道義を重んじる

・共存同栄を旨とする

・自立し協力する

《私たちの信条（Credo）》 

ツカモトグループは、

培った商人魂とフロンティア精神のもと、 

美しさと快適を求める生活者に応え、 

和文化の継承と流通革新の進展のため、 

前進する。 

また、「美しい生活がいい。」（Amenity＆Beauty Company）を《企業スローガン》として策定しており、

経営理念と合わせて、グループの経営理念体系を構成しております。これらの経営理念体系に基づき、

ライフスタイル提案型の企業グループとして、社会的認知度と企業価値を高めることに尽力し、日本の

消費生活を高めていくことに貢献していくことを、経営の基本方針としております。 

（２）目標とする経営指標

当社グループは中期経営計画｢グループ３ヵ年計画｣を策定し、２０１８年度（２０１９年３月期）

における目標とする経営指標を決定しております。 

連結売上高 ２４０億円 

連結経常利益 ３億円 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

当社グループは２０１６～２０１８年度を計画期間とする中期経営計画を新たに策定いたしました。

この中期経営計画の３年間を、グループが今後も継続していくことに必要な更なる活性化と変革のため

の基礎作りの３ヵ年と位置付け、「ツカモトクオリティの追求」を基本方針とし、経営基盤の再構築に取

り組みます。 

営業部門の基本戦略として「コア事業の確立」「不採算事業の再建」「新事業領域の確立」を掲げ、事

業価値の進化と向上を推進していきます。また、更なる経営基盤の強化のために「グループ経営力の向

上」「職場風土の改革」「財務戦略の強化」を実践してまいります。 

既存事業につきまして、和装事業は催事運営体制の再構築とＯＥＭ事業の推進を図り、黒字化に向け

た事業体制の確立に取り組みます。洋装事業はツカモトアパレル株式会社におけるメンズ事業及びレデ

ィスＯＥＭ事業では既存販路に加え、新規販路の開拓とそれに向けた新たな商品の開発を積極的に行い、

事業構成の再構築に取り組みます。また、ツカモトユーエス株式会社におけるユニフォーム事業では既
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存のユニフォームの製造･販売に加え、その管理・運用に向けた新たなサービスの提案に取り組んで高収

益体制の確立を図ります。健康・生活事業は市場のニーズに合った新規商品の開発を急ぎ、安定的な黒

字事業の体制確立に取り組みます。ホームファニシング事業は採算の良い店舗への絞込みや仕入コス

ト・物流コストの圧縮を図り高収益体制の確立に取り組んでまいります。

これら既存事業部門の安定化を図りつつ、新規事業の開発に積極的にチャレンジし、経営基盤の基礎

固めに取り組んでまいります。 

また、ガバナンスの強化、事業ポートフォリオ戦略の推進、経営機能の強化によりグループ経営力の

向上に取り組むとともに、活力ある集団、働きがいのある職場をつくり、人事戦略をすすめて職場風土

の改革を目指してまいります。その他、有利子負債削減計画の実践、資金の効率化、営業キャッシュ・

フローを重視した事業運営により財務戦略の強化にも取り組んでまいります。

また、当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

特に定めておりません。 

（４）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の

必要性が乏しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。 
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数…………………９社

主要な連結子会社の名称………ツカモト㈱、ツカモトアパレル㈱、ツカモトユーエス㈱及び

その子会社である冢本貿易（上海）有限公司、ツカモトエイム㈱、 

市田㈱、㈱しるくらんど、塚本倉庫㈱ 

②持分法の適用に関する事項

持分法適用会社はありません。

③連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、冢本貿易（上海）有限公司の決算日は12月 31日でありますが、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に重要な取引が生じた場合は、連結上必要な調整を行うこととしており

ます。

④会計方針に関する事項

(ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法

a.有価証券

その他有価証券…………時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

b.デリバティブ……………時価法

c.たな卸資産………………主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切り下げの方法） 

(ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

減価償却の方法は以下の方法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。

a.有形固定資産（リース資産を除く）

建物、工具、器具及び備品  ……………親会社は定額法、連結子会社は平成10年4月1日以降に

取得した建物（定額法）以外は、定率法 

建物勘定中の建物附属設備、 

構築物、車輌運搬具  ……………定率法

b.無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。 

c.リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。
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(ﾊ)重要な引当金の計上基準

a.貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため貸倒引当金を計上しております。

一般債権…………………….貸倒実績率法

貸倒懸念債権……………….キャッシュ・フロー見積法又は財務内容評価法

破産更生債権等….…………財務内容評価法

b.返品調整引当金

連結子会社であるツカモト株式会社及び市田株式会社では、当期売上に対する翌期の返品に備

えるため、上半期売上返品率等を基準に計上しております。

c.役員退職慰労引当金

役員退任に伴う慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額基準により計上しておりま

す。当社は、平成20年6月27日開催の第89回定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に

伴い当総会終結時までの在任期間に対する要支給額を上限とする役員退職慰労金の打切り支給

が承認可決され、その具体的金額、方法等は、取締役につきましては取締役会に、監査役につき

ましては監査役の協議に一任いただいております。このため、打切り支給承認に基づく要支給額

を計上しております。

(ﾆ)退職給付に係る会計処理の方法

a.退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、主として期間定額基準によっております。 

b.数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度から発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（7年）による定額法により按分した額を費用処理しております。 

(ﾎ)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債については、在外子会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算しております。

(ﾍ)重要なヘッジ会計の方法

a.ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。また、為替予約が付されている外貨建債務については、振当処理を行っております。

b.ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金の金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。また、輸入取引

に係る為替変動のリスクに備えるため、為替予約取引を利用しております。

c.ヘッジ方針

金利スワップ取引及び為替予約取引の目的と範囲を限定し、投機目的やトレーディング目的のた

めに、これを利用しない方針であります。

d.ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

e.その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

金利スワップ取引及び為替予約取引の実行と管理は、親会社の経理部にて行っております。

(ﾄ)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなります。 
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(ﾁ)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

a.消費税等の会計処理……………………税抜方式 

b.連結納税制度の適用……………………連結納税制度 

 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「企業結

合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年

9 月 13 日。以下「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第 7 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計

年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年

度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映

させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58-2 項(4)、連結会計基準第

44-5 項(4)及び事業分離等会計基準第 57-4 項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・

フロー」の区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲

の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フロー

は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありま

せん。 

 

 

（７）連結財務諸表に関する注記 

（連結貸借対照表関係） 

①たな卸資産の内訳 

前連結会計年度        当連結会計年度   

 (平成 27 年 3 月 31 日)       (平成 28 年 3 月 31 日) 

商品                        2,592 百万円          2,886 百万円  

貯蔵品                       2 百万円            1 百万円  

 

②土地の再評価 

当社及び連結子会社の一部において「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律

第 34 号）に基づき、平成 14 年 3 月 31 日に事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価

差額については、「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成 11 年 3 月 31 日公布法律

第 24 号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

[再評価の方法] 

「土地の再評価に関する法律施行令」第2条第3号に定める固定資産税の評価額又は第2条第5号

に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出する方法によっております。なお、一部の連結子会

社の「土地再評価差額金」は、連結貸借対照表上相殺消去されております。 

[再評価を行った年月日]  平成14年 3月 31日 

[再評価を行った当該事業用土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額] 

前連結会計年度(平成 27 年 3 月 31 日)   △35百万円 

当連結会計年度(平成 28 年 3 月 31 日)   △37百万円 
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③受取手形割引高 

前連結会計年度        当連結会計年度   

(平成 27 年 3 月 31 日)       (平成 28 年 3 月 31 日) 

826 百万円         647 百万円  

 

（連結損益及び包括利益計算書関係） 

①通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 
前連結会計年度        当連結会計年度 

(自 平成 26 年 4月 1 日    (自 平成 27 年 4 月 1 日 

至 平成 27 年 3月 31 日)     至 平成 28 年 3月 31 日) 

売上原価            39 百万円        23 百万円 

 

②固定資産売却益 
前連結会計年度        当連結会計年度 

(自 平成 26 年 4 月 1 日        (自 平成 27 年 4 月 1 日  

至 平成 27 年 3 月 31 日)     至 平成 28 年 3 月 31 日) 

土地等           1,774 百万円          0 百万円 

工具、器具及び備品             ―百万円          0 百万円 

 

③事業構造改善費用 

 事業構造の改善に伴い、倉庫業における水着物流事業の廃止及び既存物流事業からの撤退に 

 より発生する費用であります。 
前連結会計年度        当連結会計年度 

(自 平成 26 年 4 月 1 日        (自 平成 27 年 4 月 1 日  

至 平成 27 年 3 月 31 日)     至 平成 28 年 3 月 31 日) 

 事業撤退費用        210 百万円        ―百万円  

 

④その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 
前連結会計年度        当連結会計年度 

(自 平成 26 年 4 月 1 日        (自 平成 27 年 4 月 1 日 

至 平成 27 年 3 月 31 日)     至 平成 28 年 3 月 31 日) 

その他有価証券評価差額金               

当期発生額                               861 百万円        △868 百万円 

組替調整額                   △4 百万円        △31 百万円 

税効果調整前                 856 百万円       △899 百万円 

税効果額                   △251 百万円        299 百万円 

その他有価証券評価差額金              605 百万円       △600 百万円 

繰延ヘッジ損益                    

当期発生額                      4 百万円        △28 百万円 

税効果額                    △1 百万円          2 百万円 

繰延ヘッジ損益                    2 百万円         △25 百万円 

土地再評価差額金                    

当期発生額                       ―百万円         ―百万円 

税効果額                    1 百万円           0 百万円 

土地再評価差額金                  1 百万円           0 百万円 

為替換算調整勘定                   

当期発生額                     3 百万円        △1 百万円 

組替調整額                     ―百万円         ― 百万円 

為替換算調整勘定                 3 百万円        △1 百万円 

退職給付に係る調整額                    

当期発生額                    292 百万円       △359 百万円 
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組替調整額                    132 百万円        △46 百万円 

税効果調整前                  424 百万円        △406 百万円 

税効果額                         12百万円         ― 百万円 

退職給付に係る調整額                437 百万円        △406 百万円 

 

その他の包括利益合計             1,049 百万円      △1,033 百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

①発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 40,697,476 ― ― 40,697,476 

 

②自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 831,594 7,397 ― 838,991 

 

〔変動事由の概要〕 

普通株式の自己株式増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加      7,397株 

 

③配当に関する事項 

(ｲ)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

1株当たり配当金 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成26年6月27日

定時株主総会 
普通株式 120 3.00 平成26年3月31日 平成26年6月30日 

 

(ﾛ)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(百万円) 

1株当たり配当金 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成27年6月26日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 120 3.00 平成27年3月31日 平成27年6月29日 

 

当連結会計年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日） 

①発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 40,697,476 ― ― 40,697,476 

 

②自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 838,991 6,107 700 844,398 
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（変動理由の概要） 

普通株式の自己株式増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   6,107株 

普通株式の自己株式減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の売渡しによる減少   700株 

③配当に関する事項

(ｲ)配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

1株当たり配当金 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成27年6月26日

定時株主総会 
普通株式 120 3.00 平成27年3月31日 平成27年6月29日 

(ﾛ)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(百万円) 

1株当たり配当金 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成28年6月29日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 120 3.00 平成28年3月31日 平成28年6月30日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

前連結会計年度 当連結会計年度   

(自 平成 26 年 4 月 1 日    (自 平成 27 年 4 月 1 日 

至 平成 27 年 3 月 31 日)  至 平成 28 年 3 月 31 日) 

現金及び預金勘定    2,636百万円  1,706百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10百万円 △10百万円

現金及び現金同等物    2,626百万円  1,696百万円 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

①報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、当社取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

当社グループは当社統轄の下、主に報告セグメント単位に連結子会社を構成し、取り扱う商品・サー

ビスについて、各連結子会社において包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは連結子会社を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されて

おり、「和装事業」、「洋装事業」、「ホームファニシング事業」、「健康・生活事業」及び「建物の賃貸業」

の５つを報告セグメントとしております。

「和装事業」は、和装関連商品の加工及び販売をしております。「洋装事業」は洋装関連商品の企画

及び販売をしております。「ホームファニシング事業」は主にラルフローレンブランドのホームファニ

シング商品の加工及び販売をしております。「健康・生活事業」は健康・環境分野の生活関連機器の企

画及び販売をしております。「建物の賃貸業」は自社保有の建物の賃貸をしております。

前第２四半期連結会計期間より、従来「その他」でありました「倉庫業」について量的な重要性が

増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しておりましたが、倉庫業における既存物流事

業からの撤退を決定し、重要性が乏しくなったことに伴い、当第１四半期連結会計期間より、従来「倉

庫業」として記載していた報告セグメントについては、「その他」の区分に変更しております。なお、

前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載しており

ます。

②報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要事

項」における記載と概ね同一であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づ

いております。

③報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成26年4月1日　　至　平成27年3月31日）

　外部顧客に対する
　売上高

セグメント間の
内部売上高又は振替高

計 7,815 8,720 5,434 4,246 1,192 27,409 345 27,754

△ 270 23 152 △ 54 462 314 △ 95 219

3,260 3,364 1,992 1,364 14,947 24,928 165 25,094

減価償却費 5 2 62 0 167 238 15 253

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

9 4 78 ― 7,183 7,276 3 7,279

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業等を含んでおります。

（単位：百万円）

合　計
建物の
賃貸業 計

その他
（注）

報告セグメント

和装事業 洋装事業
ﾎｰﾑﾌｧﾆｼﾝｸﾞ

事 業
健康・生活

事業

4,2467,814 8,718

売上高

503182

884 27,251

320

162

0

27,088

307

5,424

1 0

その他の項目

10

セグメント利益又はセグメ
ント損失（△）

セグメント資産
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当連結会計年度（自　平成27年4月1日　　至　平成28年3月31日）

　外部顧客に対する
　売上高

セグメント間の
内部売上高又は振替高

計 6,114 9,090 5,379 2,953 1,243 24,781 185 24,966

△ 185 △ 21 118 △ 190 524 245 △ 65 179

2,449 3,094 2,168 1,064 14,786 23,563 37 23,600

減価償却費 4 3 64 0 163 235 5 241

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

0 1 114 ― 2 118 ― 118

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業等を含んでおります。

その他の項目

0

セグメント利益又はセグメ
ント損失（△）

セグメント資産

2 0

24,62494

250 34191

報告セグメント

238

9,090 1,0055,379 2,942

賃 貸 業

10

合　計

売上高

和装事業 洋装事業
ﾎｰﾑﾌｧﾆｼﾝｸﾞ

事 業
健康・生活 建物の

（単位：百万円）

6,112

その他
（注）

事業 計

24,530

④報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

報告セグメント計 27,409 24,781

「その他」の区分の売上高 345 185

セグメント間取引消去 △ 503 △ 341

連結財務諸表の売上高 27,251 24,624

報告セグメント計 314 245

「その他」の区分の利益 △ 95 △ 65

セグメント間取引消去 3 3

全社費用（注） △ 63 △ 133

連結財務諸表の営業利益 159 49

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

報告セグメント計 24,928 23,563

「その他」の区分の資産 165 37

全社資産（注） 6,345 4,779

連結財務諸表の資産合計 31,440 28,380

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券等であります。

利益

資産

前連結会計年度 当連結会計年度

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

（単位：百万円）

売上高

253 235 15 5 39 39 292 281
有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額
125― 7

（単位：百万円）

7,279

減価償却費

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

3 ―7,276 118

その他の項目 当連結会
計年度

その他

前連結会
計年度

報告ｾｸﾞﾒﾝﾄ計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会
計年度
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（関連情報）

前連結会計年度（自 平成 26 年 4月 1日 至 平成 27 年 3月 31 日） 

①製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

②地域ごとの情報

（イ）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益及び包括利益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を

省略しております。 

（ロ）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

③主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益及び包括利益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先が

ないため、記載はありません。 

当連結会計年度（自 平成 27 年 4月 1日 至 平成 28 年 3月 31 日） 

①製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

②地域ごとの情報

（イ）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益及び包括利益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を

省略しております。 

（ロ）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

③主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益及び包括利益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先が

ないため、記載はありません。 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

【関連当事者情報】 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」（平成 28 年法律第 13 号）が平成 28年 3 月 29 日に国会で成立したことに伴い、当連結会計

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 28 年 4 月 1日以降解消されるものに限る）

に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の 32.34％から、回収又は支払いが見込まれる期間が平成

28 年 4 月 1日から平成 30 年 3 月 31 日までのものについては 30.86％、平成 30 年 4 月 1日以降のもの

については 30.62％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金負債の金額が 113 百万円、再評価に係る繰延税金負債が 0.7 百万円、当連結会計

年度に計上された法人税等調整額が 101 百万円減少し、その他有価証券評価差額金が 12 百万円、土地

再評価差額金が 0.7 百万円それぞれ増加しております。 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　平成26年 4月 1日　（自　平成27年 4月 1日　

　至　平成27年 3月31日）　至　平成28年 3月31日）

１株当たり純資産額 286円90銭 258円25銭

１株当たり当期純利益金額 32円26銭 0円28銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、
記載しておりません。

（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度
（自　平成26年 4月 1日　 （自　平成27年 4月 1日　
　至　平成27年 3月31日） 　至　平成28年 3月31日）

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,286 10

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益（百万円）

1,286 10

普通株式の期中平均株式数（株） 39,862,695 39,855,071

（注）３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

　（平成27年 3月31日） 　（平成28年 3月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 11,435 10,292

純資産の部の合計額から控除する
金額（百万円）
　非支配株主持分

　― ―

普通株式に係る純資産額（百万円） 11,435 10,292

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数（株）

39,858,485 39,853,078

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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（４）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（５）重要な会計方針

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券………………… 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②固定資産の減価償却の方法

減価償却の方法は以下の方法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

(ｲ)有形固定資産（リース資産を除く）

建物、工具、器具及び備品…………………………………. 定額法

建物勘定中の建物附属設備、構築物………………………. 定率法

(ﾛ)無形固定資産（リース資産を除く）……………………….. 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法

によっております。 

(ﾊ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

③引当金の計上基準

(ｲ)貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、貸倒引当金を計上しております。

一般債権 …………………… 貸倒実績率法

貸倒懸念債権 ………………. キャッシュ・フロー見積法又は財務内容評価法

破産更生債権等 …………… 財務内容評価法

(ﾛ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

a.退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、主として期間定額基準によっております。

b.数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生の翌事業年度から発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(7 年)による定額法により按分した額を費用処理しております。
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(ﾊ)役員退職慰労引当金

役員退任に伴う慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額基準により計上しておりました

が、平成 20 年 6 月 27 日開催の第 89 回定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴い当総

会終結時までの在任期間に対する要支給額を上限とする役員退職慰労金の打切り支給が承認可決さ

れ、その具体的金額、方法等は、取締役につきましては取締役会に、監査役につきましては監査役の

協議に一任いただいております。このため、打切り支給承認に基づく要支給額を計上しております。 

④ヘッジ会計の方法

(ｲ)ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。 

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金の金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。

(ﾊ)ヘッジ方針

金利スワップ取引の目的と範囲を限定し、投機目的やトレーディング目的のために、これを利用

しない方針であります。 

(ﾆ)その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

金利スワップ取引の実行と管理は、経理部にて行っております。

⑤その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(ｲ)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表における

これらの会計処理の方法と異なっております。

(ﾛ)消費税等の会計処理…………… 税抜方式

(ﾊ)連結納税制度の適用…………… 連結納税制度

７．その他 

（１）役員の異動

①代表者の異動

該当事項はありません。 

②その他の役員の異動（平成 28 年 6月 29 日付予定）

(ｲ)新任取締役候補

 取締役  塚本 裕隆（現 常勤監査役） 

(ﾛ)退任予定監査役

  塚本 裕隆 

以 上 
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